
学術俯瞰講義：エネルギーと地球環境

エネルギー・地球環境問題における技術の役割
山地憲治(10月22日、29日、11月5日)

・エネルギーシステムの視点

・エネルギー資源と技術

・地球温暖化対策の長期技術シナリオ
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同著作物の二次的著作物の創作等については、著作権者より直接使用許諾を得る必要があります。



エネルギーシステムの視点

－システム効果とシステム工学

－エネルギー概念の成立

－エネルギー統計の読み方

－エネルギー需給：世界と日本

－３E問題：Energy, Economy, Environment



エネルギーシステム工学とは何か

・「システム」：複数の要素が有機的に関係し合い、全体としてまとまった機能を発
揮している要素の集合体。組織。系統。[広辞苑 第四版]

・「縁起」：さまざまな原因と条件の集まり、つまり、関係性の集合

・「空」：縁起によって成り立つ固定的な実体のないこと、つまり、システム全体

・「色」：実体を持つ物質的存在 、つまり、要素

・「色即是空、空即是色」：システム全体は要素に規定され、要素はシステム全体
に規定される(山地の勝手な解釈)

・「般若知」：全体を理解する能力、「空」を理解する知恵

対比されるのは、「分別知」：分析的に理解する能力

・「システム工学」：般若知に数学的表現を与えるもの

・「エネルギーシステム工学」：エネルギーに関する全体的理解、エネルギー学



縦型の学問と横型の学問

・日本学術会議「新しい学術の体系」

「認識科学」：あるものの探求

「設計科学」：あるべきものの探求

・「横断型基幹科学技術」

縦型の知は「モノ（実体）」を対象とするのに対し、横型の知は「コト（機能）」を対象とし
て「モノ」に依存しない普遍性を探求する。

・「縦型の学問」における工学：土木工学、建築学、機械工学、電気工学、・・・

－自然法則の普遍性を個別の対象に特化して適用；ものづくり

・「横型の学問」における工学：システム工学、設計学、制御工学など

－機能に着目して縦型の学術分野を横断的にカバーする。普遍性のある唯一の正
解は無いが、解を求める論理過程には普遍性がある。

－横型の学問が人間・社会にもたらすものは、手順や計画、政策や制度など「モノ」
ではなく「コト」

－横型の学問の検証：人間社会の現実問題の解決

－エネルギーシステム工学の検証の場：エネルギー政策の現場

・人間と自然を統合したシステム全体を理解する「般若知」を求める。



グローバルシステムの概念
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マクロ経済の均衡：

生産＝所得＝供給＝需要＝Y

所得(Y)＝消費(C)＋貯蓄(S)

需要(Y)＝消費(C)＋投資(I)

よって、投資(I)＝貯蓄(S)

‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.1（p.2）
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‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.4（p.12）



‡ http://www.brl.ntt.co.jp/IllusionForum/basic/art/ladies.html



‡ 出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.6（p.16）



‡ 出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.6（p.16）



‡ 山地憲治「エネルギー・環境・経済システム論」 岩波書店２００６年 p.13 図1.5



‡ 山地憲治「エネルギー・環境・経済システム論」 岩波書店２００６年 p.13 図1.5



視点と学問

知識が視点を作る

視点が知識の構造（学）を作る

構造（パラダイム）変化を見抜けるか？



学問のタイプと対象

自然科学 プログラム科学 芸術

（論理実証型） （論理整合型）

対象
自然、生命、人工物、（人間）、制度、価値、欲望、・・・感動

リニアモデル フィードバックモデル
（法則の発見→応用） （仮説→検証→仮説・・・）



エネルギー概念の成立（１）

・力学的エネルギー概念の成立過程：
－梃子の原理(ギリシャ文明)→ダヴィンチ｢仕事の原理｣
－17世紀の思索：デカルトの運動量(mv)保存則；ライプニッツの｢活力(mv2」保

存則→力の時間積分が運動量、空間積分がエネルギー (mv2/2)
－ワット(18世紀)：仕事量を「物体に加えられた力×移動距離」と定義して計量

・エネルギー保存の法則の発見：
-ヤング(1807年)：仕事を行う活力を表す概念としてエネルギーという言葉を
使用。

-マイヤー、ジュール、ヘルムホルツ(19世紀前半)：エネルギー保存の法則を
独立に発見。

-マイヤーは船医で熱帯地域での船員の血の色の変化(欧州より鮮やか)につ
いての探究から出発してエネルギー保存の法則という考えに到達。

-ジュールはより直接的で、様々な実験を通して熱の仕事当量を見出した。
-ヘルムホルツは力学系における位置エネルギーと運動エネルギーの総和
が一定であることに基づいて考察を展開。



エネルギー概念の成立（２）

・熱力学第2法則(エントロピー増大の法則)の発見：
－熱と燃焼に関する科学の歴史：フロギストン(燃素)→熱素（ラヴォアジェ）

→熱運動論
－カルノー、トムソン(ケルビン卿）、クラウジウス：1824年のカルノーサイクル

の考察(熱効率の最大値)を基に、 トムソン(一つの熱源をすべて仕事に
は変換できない)とクラウジウス（低温から高温へ熱が自然に流れること
はない)が独立に定式化。

・エネルギーの哲学的背景：
「エネルギー」の語源となったギリシャ語の「エネルゲイア」は、仕事を意

味する “ergon” に接頭語の "en" が付加されて、「仕事をしている状態
にある」ことを表す。アリストテレスの哲学的解釈によれば、潜在的な本
質が現実化された状態（＝現実態）が「エネルゲイア」。19世紀に成立し
たエネルギー概念には、熱のような目に見えない“活力”が具体的な仕
事に転換するという発想が背景にある。



熱の仕事当量(1cal=4.2J)は正しいのか?

－ジュールは仕事を熱に変えることで熱の仕事当量を計量した(熱力学第一法
則（エネルギー保存則）が適用される)。

－熱を仕事に変える場合には熱の温度を考慮しなければならない(熱力学第2法
則が関与する)。ここで、環境と平衡になるまでに取り出せる最大仕事量で定
義されるエクセルギーが重要な役割を果たす。エクセルギーはエネルギーの
質を考慮した概念。

例：周囲の環境(15℃とする)より1℃温度の高い水1kgの仕事当量はいくらか?
－第一法則で考えると、水が周囲の温度と同じになるまでに1kcal=4.2kJのエネ

ルギーを放出する。このエネルギーを同じ1kgの水の位置エネルギーで表す
と、mgh=1x9.8xh=4.2kJより、h=430mとなる。実感に合わない？

－第二法則を考慮したエクセルギーで考えると(環境の温度は15℃=288K）、
1x9.8xh=(289－288)－288xlog(289/288)kcal=0.00173kcal=0.00724kJより、
h=74cmになる。

－この例は示すように、熱と仕事のように質の異なるエネルギーを単純に足し合
わせてはならない。



環境系に置かれた m(kg)の温度 T(K)、圧力 P0の(圧力は外界と同じで温度のみ環境系と異

なる)資源の熱量(Q)とエクセルギー(E)は次のように計算される。 

・この資源が環境系の温度 T0と同じ温度になるまでに出す熱量（定圧比熱 Cpは一定と

仮定）：Q=mCp(T－T0) 

・この資源から取り出せる最大仕事量（エクセルギーE；Tから T0への温度変化を考慮）： 

 T’の熱δQ＝ｍCpdT’から取り出せる最大仕事（カルノーサイクル）：ｍCpdT’(1－T0/T’)

 
( )

0

2
0

0
00

0

2
)ln)(')

'
1(

0 T
TTmC

T
TTTTmCdT

T
TmCE p

p
T

T p
−

≅
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

−−=−= ∫ ； 1
0

0 ≤≤
−
T

TT  

 ・よって、外界との温度差が小さい場合には、熱資源のエクセルギーE は、通常の熱量 Q

から、E/Q=(T－T0)/2T0 によって近似計算できる。 

‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、p.10



エネルギーデータの読み方

・数値より定義を知ること
エネルギーの単位、発熱量（高位、低位）、電力の一次エネルギー換算

・身の回りのエネルギーから大きさの感覚をつかむこと
1kWh、ガソリン１リットル、都市ガス１m3、木材1kg、ゴミ1kg

・データソースの確認
公式統計（総合エネルギー統計など）、個別統計、推計値

・エネルギーシステムの構造と対比すること
エネルギーバランス表、一次エネルギー総供給、最終エネルギー消費

・数値の常識を身につけること
石油価格、電力料金、日本のエネルギー消費量

・経済統計の場合には貨幣価値に注意すること
インフレ(物価水準)調整、為替調整



高位発熱量(HHV)と低位発熱量(LHV)
メタン(CH4)のケース：

高位発熱量(HHV)：
CH4(gas)+2O2(gas)=CO2(gas)+2H2O(liquid)+894kJ(214kcal)

低位発熱量(LHV)：
H2O(gas)=H2O(liquid)+40.66kJ
CH4(gas)+2O2(gas)=CO2(gas)+2H2O(gas)+813kJ(194kcal)

メタン1モル：約16グラム、２２．４L 
→ メタン１kg~13000kcal, １m3~10000kcal 



出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.1（p.19）

‡



エネルギーの単位

・エネルギーとパワー：

ジュール(J)とワット(W)： 1W=1J/sec

・エネルギーの単位：
共通単位：J, cal, 石油換算トン(TOE)・・・・

固有単位：

電力量：kWh(kW時)、電力の一次エネルギー換算

石油： バーレル(bbl), kL
天然ガス：立方メートル(m3), tcf(兆立方フィート), トン(LNGの場合)
石炭：トン(t)
熱量：cal, BTU(英国熱量単位), therm



生命維持に必要なエネルギー

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.2（p.25）

‡



潮汐・潮流

火山・温泉
0.3兆Ｗ

地球のエネルギーバランスと各種エネルギー資源
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光合成 80兆Ｗ→植物
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化石エネルギー

人類のエネルギー消費
（約1３兆Ｗ）

リサイクル
エネルギー

生産・廃棄物

食料・原材料

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.2（p.19）

‡



出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.3（p.26）

他に非商業エネルギー(主として薪などの伝統的バイオマス)が焼く１０億TOE/年

‡
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出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.3（p.8）

‡



‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、表2.1（p30-31）



部門別最終エネルギー消費量の推移
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‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.6（p.34）



家庭部門のｴﾈﾙｷﾞｰ源別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量の推移

←石炭等 0.2%

←灯油 25.1%

←LPG 12.4%

←都市ガス 17.8%

←電力 43.3%

←太陽熱 1.2%

（1010Kcal） 54,255
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‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.7（p.35）



業務部門の用途別エネルギー消費量の推移

←冷房 8.8%

←暖房 21.1%

←給湯 21.7%

←厨房 8.1%

（1010Kcal）

（年度）
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←電気製品・
照明他 40.3%

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.8（p.35）

‡



出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.9（p.36）

‡
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出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図1.2（p19）

‡



出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.11（p38）

わが国のエネルギー需要と経済活動（１）

‡



わが国のエネルギー需要と経済活動（２）

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.12（p39）を改変

‡



わが国のエネルギー需要と経済活動（３）

‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.12（p39）を改変



ドル建て名目価格による石油価格の推移

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

1971 1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005
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90.8.2
イラクのクウェート侵攻

2001.9.11
米国同時多発テロ事件

2001.9.11
米国同時多発テロ事件

2003.3.20
米国主導のイラク攻撃開始

2003.3.20
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79.2.11
イラン暫定革命
政府樹立

80.9.9
イラン・イラク戦争勃発
80.9.9
イラン・イラク戦争勃発

第二次オイルショック時の

最高値：３４ドル／バレル

第二次オイルショック時の

最高値：３４ドル／バレル

第一次オイルショック時の

最高値：

湾岸戦争時の最高値：

３２．４９ドル／バレル

湾岸戦争時の最高値：

３２．４９ドル／バレル

現在の価格：

６１．１９ドル／バレル

現在の価格：

６１．１９ドル／バレル

安定期
１～２ﾄﾞﾙ/
ﾊﾞﾚﾙ時代

安定期
１～２ﾄﾞﾙ/
ﾊﾞﾚﾙ時代

第一の構造変化
石油ショック

安定期
13～19ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ時代

第二の構造変化
構造的な需給逼迫

出典）経済産業省作成。我が国の取引量が多い、サウジアラビア産「アラビアン・ライト」の価格推移。
ただし、価格決定方式は時期により異なる。なお、現在の価格とは、最新月平均（本年１月）。

１１．６５ドル／バレル

第４次中東戦争勃発

73.10

‡

出所：「新・国家エネルギー戦略」経済産業省、2006、図１
(http://www.enecho.meti.go.jp/topics/energy-strategy/senryaku-youyaku.pdf)



出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.20（p.57）

‡



A41

‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.21（p58）



‡

出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.13（p.40）



出所：山地憲治、「エネルギー・環境・経済システム論｣、岩波書店、2006年、図2.14（p.40）

‡



・地球の平均気温
ここ１００年で0.74℃上昇

・日本の平均気温
ここ１００年で1.0 ℃上昇

（東京は３℃）
・アラスカ、カナダ西部

ここ５０年で３－４℃上昇
・氷河や海氷の融解
・積雪期間が短縮
・永久凍土の融解 出典：ＮＡＳＡ

北極の氷の変化（９月）

北極の氷が融けている北極の氷が融けている→→

９月の氷面積の変化傾向
（１９７８－２００５年）

‡

‡

国立環境研究所資料



全球平均気温の観測

○過去100年間で世界平均気温が0.74℃上昇（2001年報告
では0.6℃上昇）

○最近50年間の気温上昇傾向は、過去100年間 のほぼ２倍

平均地上気温（1961～1990年までの平均気温と偏差）

国立環境研究所資料

‡



學而不思則罔

思而不學則殆
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